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事務事業総点検総括表
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担当局　　　　　　　　　　　　　

行革本部
の見解コード 事務事業名 担当課事業名

H22年度
予算額
（千円単位）

事
業
類
型

実

施

方

法

見直しの方向性見直しの判断基準（メルクマール） 職員数

事業の概要
（目的・内容）

提出調書

【総点検総括表（様式１）】



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

左記として判断した根拠

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

問い合わせ先

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

事業開始年度

事業概要

　　有

メルクマール

所管部署

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

　
エ

コード －

責任者

イ

　廃止又は凍結

　縮　小

　統廃合

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

根拠

見直し内容

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

特定財源

点検後の
方向性

ア

ウ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

オ

カ

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

【総点検表（様式２）】



４　総合振興計画基本計画の施策体系　【企画調整課所管項目】 －

第 4 部 第 節

第 章 （ ）

５ 事業の実施状況 【企画調整課所管項目】

６　コスト　【財政課所管項目】
臨時経常の別目項予算費目 会計 款

総合振興計画

しあわせ倍増プラン2009 事業番号 事業名

新実施計画 事業コード 事業名

局運営方針・区長マニフェスト 部門別計画

実施状況・成果

今後の課題

新実施計画目標項目 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 新実施計画目標

1

目標 -

実績 － － － （平成   年度）

達成率 - － － －

進捗率 - － － －

2

目標 -

達成率 - － －

実績 － － － （平成　年度）

進捗率 - － － －

－

3

目標 -

達成率 - － －

実績 － － － （平成　年度）

進捗率 - － － －

－

4

目標 -

達成率 - － －

実績 － － － （平成　年度）

進捗率 - － － －

－

5

目標 -

達成率 - － －

実績 － － － （平成　年度）

進捗率 - － － －

－

進捗状況の判定 判定理由

□　臨時　・　□　経常

年　　　度
平成20年度
（決算額）

平成21年度
（決算見込額）

平成22年度
（予算額）

平成23年度
（予算額）

平成24年度
（予算額）

平成25年度
（予算額）

平成26年度
（予算額）

平成27年度
（予算額）

事

業

費

当初予算・決算額（千円）　 

一般財源

財
源
内
訳

国県支出金

市債

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

最終予算額（千円）　 － － － －

主な
使途

に要する経費（千円）

に要する経費（千円）

に要する経費（千円）

に要する経費（千円）

に要する経費（千円）

職員数

正規職員（人）

再任用職員（人）

臨時職員等（人）

概算人件費（千円）　 0 0 0

0

0 0 0 0

0 0 0 0概算コスト（千円）　（ ＋ ） 0 0 0

0

コード

様式２－２
【総点検表（様式２－２）】



様式２－２　別紙

【歳出】 （単位：千円）
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 0 0 0 0 0 0 0
01
02
03
04
05
06
07
08
09
10
11 0 0 0 0 0 0 0 0

01
02
03
04
05
06 0 0 0 0 0 0 0 0

001 施設修繕
002 物品修繕
003 その他修繕

07
08
09

12 0 0 0 0 0 0 0 0
01
02
03
04
05
06

13 0 0 0 0 0 0 0 0
01
02
04
05

14 0 0 0 0 0 0 0 0
01
02

15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28

【歳入】
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 0 0 0 0 0 0 0
14 分担金及び負担金
15 使用料及び手数料
16 国庫支出金
17 県支出金
18 財産収入
19 寄附金
20 繰入金
22 諸収入
23 市債
その他特定財源

0 0 0 0 0 0 0 0

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
0 0 0 0 0 0 0 0

13 04
15
17
19

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

0 0 0 0 0 0 0 0

市　　　債

恩給及び退職年金

※網掛け部分を記入すること。

【うち普通建設事業費の状況】

一般財源

歳　　出

財源内訳

その他
その他

（　　　　　　　）
（　　　　　　　）

修繕料

国県支出金

賄材料費
飼料費
医薬材料費

役務費
通信運搬費
保管料

節・細節
事　業　費　合　　計

報償費
旅費

給料
職員手当等
共済費
災害補償費

報酬

賃金

交際費

消耗品費
燃料費
食糧費

需用費

広告料
手数料
筆耕翻訳料
保険料

委託料
施設等保守委託料
電算委託料
建設設計等委託料
その他委託料

使用料及び賃借料
使用料
賃借料

扶助費
貸付金
補償、補填及び賠償金

工事請負費
原材料費
公有財産購入費
備品購入費

投資及び出資金

財　 源　 合　 計
款

積立金
寄附金
公課費
繰出金

印刷製本費

負担金、補助及び交付金

光熱水費

工事請負費
公有財産購入費
負担金、補助及び交付金

一般財源

うち普通建設事業費合計
建設設計等委託料

事　業　計　画

償還金、利子及び割引料

○　「６　コスト」欄　節別内訳

コ ー ド 所管部署
事務事業名

事 業 名

【「６　コスト」欄　節別内訳】



１　施設の概要

施設名

関連する事業コード - - - -

設置根拠 法令等名

□ 法律・政令・省令・告示等

□ 埼玉県条例・規則・要綱等

□ さいたま市条例・規則・要綱等

条例等に規定

された設置目的

開設時期 所在地・電話番号

土地・建物の保有状況 土 地 □ 市所有地 □ 一部借地 □ 全て借地 建 物 □ 市所有物 □ 一部借家 □ 全て借家

土地面積（当該施設分） ㎡ 建物延床面積（当該施設分） ㎡

施設（スペース）構成

併設複合施設

類似施設の設置状況 施設名 当該施設との役割分担の考え方

□ 他の市施設

□ 他の行政機関施設

□ 民間施設

利用者の制限 □ 有  （ ） □ 無

２　管理運営の状況

料金の徴収状況 □ 料金を徴収している ⇒ ①へ □ 料金を徴収していない ⇒ ②へ

徴収している根拠 法令等名

□ 法律・政令・省令・告示等

□ 埼玉県条例・規則・要綱等

□ 上記以外（本市の政策判断に基づくもの）

料金水準の考え方と過去の料金改定

の実施状況

収入未済額等と収納対策の実施状況

徴収をしていない根拠 法令等名

□ 法律・政令・省令・告示等

□ 埼玉県条例・規則・要綱等

□ 上記以外（本市の政策判断に基づくもの）

料金を徴収していない理由

及び他都市の状況

□
□ 年 月

①

市 民 利 用 施 設 調 書
〔平成22年４月１日現在〕

昭和
平成

日

②

【市民利用施設調書（附表１）】



運営方法

□ 直営 委託内容

（一部業務委託を含む。）

□ 指定管理者 名　　称 平成 年 月 ～ 年 月

選定方法 □ 公募 □ 非公募

利用料金制 □ 採用している □ 採用していない

今後の運営方法について 考え方

の考え方とスケジュール

運営経費・指標

使用料 (千円）

その他 (千円）

(千円）

需用費 (千円）

燃料費 (千円）

光熱水費 (千円）

修繕料 (千円）

その他 (千円）

委託料 (千円）

使用料及び賃借料 (千円）

工事請負費 (千円）

その他 (千円）

運営費 (千円）

正規職員 (人）

再任用職員 (人）

臨時職員 (人）

概算人件費 (千円）

(千円）

利用者数 (人）

稼動率 （％）

その他１（ ）

その他2（ ）

３　利用者の満足度調査

調査実施 □ 有 □ 無 実施時期 対象者数 人 回答者数 人

調査手法 □ 郵送 □ 館内配置 □ 館内聴き取り □ メール、インターネット □ その他（ ）

調査結果

運
営
指
標

職
員
数

運
　
　
営
　
　
経
　
　
費

計

支
　
　
　
　
出

計

収
　
入

0

0

0 0

平成20年度（決算額）

0

平成25年度

採用してい
ない場合、
その理由

非公募
の場合、
その理由

民間譲渡
の可能性

指定管理者制
度を導入して
いない理由

平成22年度 平成23年度

民間譲渡
の可能性

指定管理期間

備　　考

平成24年度

平成22年度（予算額）

0

0

0

0

平成21年度（決算見込額）

0

0

維

持

管

理

費

0

【市民利用施設調書（附表１・裏面）】



① ② ③ ① ② ③ ① ② ③

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

局名 所属名 補助金等名称 項款
前年度当初予算額との比較

区分目
予算上の
事務事業名

内容

対象者
根拠

基準対象事業目的
見直しの方向性

補助金等調書

（３）（２）（１）

補助金等見直しメルクマール
平成21年度
当初予算額

平成22年度
当初予算額 増減理由増減

【補助金等調書（附表２）】



所属

ﾁｪｯｸ

⇒
⇒
⇒

３　扶助費の概要

種　　　別

①国庫補助負担事業

②県単独補助事業

③市単独事業

　　　　　局　　　　　　部　　　　　　　　課

扶助費調書

２　種　　　別

１　扶助費名称

根拠法令等

千円

市単独事業（横だし・上乗せを含む）

千円

国庫補助負担事業・県単独補助事業

④平成22年度予算額

①目的

②給付対象

③基準及び負担割合

【扶助費調書（附表３）】


